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１ 内部統制制度の導入について 

地方自治法が一部改正され、令和２年４月から導入が義務付けられた内部

統制制度の趣旨、概要等について報告する。 

(1) 趣旨

住民の福祉の増進を図ることを基本とする地方公共団体の組織目的を

達成するため、地方公共団体の長が、組織目的の達成を阻害する事務上

のリスクを識別・評価し、対応策を講じ、適正な執行を確保する。

(2) 内部統制制度の概要（「参考」参照）

地方自治法や総務省が作成したガイドラインでは、以下の取組が求め

られている。 

ア 基本方針の策定及び公表

知事は、県の内部統制について、組織的な取組の方向性を示すため

の方針（以下「基本方針」という。）を定めて公表する。

基本方針には、内部統制の目的や、対象とする事務を盛り込むこと

が適当とされている。

【内部統制の対象とする事務】 

・ 財務に関する事務その他総務省令で定める事務

・ 管理及び執行が法令に適合し、かつ、適正に行われることを特

に確保する必要がある事務として長が認めるもの

イ 内部統制の推進

(ｱ) 内部統制を推進する部署

基本方針、内部統制制度の周知を行うとともに、重点的に取り組

むべきリスクを明確化し、リスク対応策の整備、見直しをする。

(ｲ) 各所属

リスク対応策を実施し、リスク評価シートにより実施状況を自己

評価する。 

ウ 内部統制の評価

内部統制を評価する部署は、全庁的な内部統制の取組を評価すると

ともに、各所属の自己評価を基に、第三者的な視点から内部統制が有

効に機能しているかを評価し、評価報告書を作成する。

エ 評価報告書の審査、公表

毎年度、評価報告書を、監査委員の審査に付した上で、議会に提出

し公表する。
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(3) 導入に伴う効果  

  ・  監査委員や議会のチェックを受けた上で県民に公表することで、外

部の視点によるチェック機能が高まる。 
・   日常業務の中にあるリスクを洗い出し、優先順位をつけて対応策を整

備することで、職員が留意すべき点を意識しやすくなる。 
 

(4) 今後のスケジュール 

   令和元年９月  令和元年第３回定例会に基本方針の骨子及び制度の

整備に係る考え方を報告 

10月～ 制度とリスクを職員に周知し、各所属へ意見聴取 

令和２年１月   

    ２月  令和２年第１回定例会に基本方針の案を報告 

       ４月  基本方針を策定・公表、制度開始 
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２ 障がい者雇用状況の報告誤りへの対応等について 

 

(1) 報告誤りの概要及びその後の対応状況等について 

・ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号、以下、

「障害者雇用促進法」という。）に基づき確認している、知事部局にお

ける障がい者の雇用義務の達成状況について、厚生労働省の定める「プ

ライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」に則った確認

をしていなかったことが、平成30年８月に判明した。 

・ そこで、庁内組織である「障がい者雇用検討会」及び第三者組織であ

る「障がい者雇用促進検討委員会」において、原因究明及び再発防止策、

障がい者雇用促進策、障がい者雇用制度のあり方等について検討を行い、

平成31年４月９日に、障がい者雇用促進検討委員会委員長から報告書が

県に提出された。 

・ また、国では、障がい者雇用の一層の促進に向けて、障がい者の活躍

の場の拡大に関する措置や国及び地方公共団体における障がい者の雇用

状況についての的確な把握等に関する措置を講ずるため、障害者雇用促

進法が改正された。 

・ なお、今後、令和元年６月１日現在の知事部局の障がい者雇用状況に

ついて、国へ報告する予定である。 

 

(2) 障害者雇用促進検討委員会報告書～ともに働く県庁にむけて～の概要 

ア 委員会の審議で明らかとなった問題 

表面上は、厚生労働省が示しているガイドラインに則った障害者の把

握・確認が行われていなかったことが原因だが、背景として、 

・ 法定雇用率を形式的に達成しようとする動機と障害がある県職員本

人の同意なき不適切計上の実態があったこと 

・ 法定雇用率の達成自体が最終目標となり、障害者雇用促進法の趣旨

を見失ってしまっていたこと 

・ 人事担当部局が、障害者権利条約や障害者雇用促進法の「趣旨、原

理」を十分理解していなかったこと 

があり、根本的な原因となっている。 

イ 再発防止策 (障害者雇用状況把握のための実務的なもの) 

(ｱ) 採用前の確認 

・ 「障がいのある人を対象とした採用選考」の募集案内に、国への

障害者雇用状況報告制度があること、合格者にはそのための確認が

あることを明記するとともに、その後、合格者面談等で、障害者手

帳等の確認を行う。 
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(ｲ) 採用後の確認 

・ １年に１回、人事所管課から、メールの送信や書類の配布等画一

的な手段で全職員へ調査の趣旨や実施方法等を周知して調査を行う

とともに、その履行を確実に担保するために、障害者手帳等の写し

の提出を求めるなどの対応を徹底する。 

(ｳ) その他の再発防止策 

・ 人事所管課と各局総務室の人事担当による勉強会や、ハローワ

ークの職員による研修を実施する。 

・ 報告数値の妥当性について、第三者による確認を受ける仕組み

を作り、正確な報告に努める。 

ウ ともに働く県庁にむけての委員会の提言 

障害固有の問題以外の職場の課題の多くは働く人全てに共通するもの

であり、障害のある労働者が働きやすい職場環境を理解し、その推進に

努めることは、誰にとっても働きやすい職場環境を構築することであり、

職場を通じての「ともに生きる」社会づくりに資するものであるとの認

識の下に提言が行われた。 

今後、改正障害者雇用促進法に基づく「障害者活躍推進計画」等を策

定するに当たり、早期段階より障害者と県担当者が、対話と相互理解を

深める場を設けて、その成果を政策に反映させる。 

(ｱ) 障害のある職員の活躍推進のための体制整備 

・ 人事所管課に「障害者雇用推進者」を配置するとともに、各所属

の副課長職等を、「障害者職業生活相談員」として位置づけ、障害

のある職員からの相談に対応する。 

・ 直属の上司、人事所管課の担当者と障害のある職員が、年２回程

度のキャリア支援面談を行うとともに、職員全体に向けた、ともに

働くためのダイバーシティ研修を年１回程度実施する。 

(ｲ) 障害者の採用に関する体制整備 

・ 障害のある職員の募集について、福祉関係者を通した募集広報の

強化など、積極的な広報の展開 

・ 障害者採用事前説明会を開催し、現在県庁で働いている障害のあ

る職員が説明する。 

・ 障害者インターンシップ制度（お試し雇用）を導入する。 

(ｳ) 障害者が職場定着し活躍できる職場づくりに関する体制整備 

・ 通院等についての休暇規定の検討・整備 

・ 休職中の対応と復職時の合理的配慮提供に関する規定の検討・整

備 
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(3) 「障害者雇用促進法」の改正内容 

ア 国及び地方公共団体における障がい者の活躍の場の拡大に関する措置 

・ 自ら率先して障がい者を雇用するように努めることを国及び地方公

共団体の責務とする。 

・ 厚生労働大臣は、障害者雇用対策基本方針に基づき、障害者活躍推

進計画作成指針を定めるものとし、国及び地方公共団体は、同指針に

即して、障害者活躍推進計画を作成し、公表しなければならない。 

・ 国及び地方公共団体は、障がい者雇用の促進等の業務を担当する障

害者雇用推進者及び各障がい者の職業生活に関する相談等を行う障害

者職業生活相談員を選任しなければならない。 

・ 国及び地方公共団体は、厚生労働大臣に通報した障がい者の任免状

況を公表しなければならない。 

・ 国及び地方公共団体は、障がい者である職員を免職する場合には、

公共職業安定所長に届け出なければならない。 

イ 国及び地方公共団体における障がい者の雇用状況についての的確な把

握等に関する措置 

・ 厚生労働大臣又は公共職業安定所長による国及び地方公共団体に対

する報告徴収の規定を設ける。 

・ 国及び地方公共団体並びに民間の事業者は、障害者雇用率の算定対

象となる障がい者の確認に関する書類を保存しなければならない。 

・ 障害者雇用率の算定対象となる障がい者であるかどうかの確認方法

を明確化するとともに、厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、

国及び地方公共団体に対して、確認の適正な実施に関し、勧告するこ

とができる。 

 

(4) 令和元年６月１日現在の知事部局の障がい者雇用状況 

「障害者雇用促進法」に基づき、令和元年６月１日現在の知事部局にお

ける障がい者雇用の達成状況について報告を行う予定である。 

なお、報告に当たっては、以下の点に留意する。 

・ 障害者雇用促進検討委員会報告書に記載の再発防止策として、１年

に１回、人事所管課から、メールの送信や書類の配布等画一的な手段

で全職員へ調査の趣旨や実施方法等を周知して調査を行い、障害者手

帳等の写しの提出を求めるとともに、報告数値の妥当性について、第

三者による確認を受ける。 

・ 障がい者の雇用状況について、改正障害者雇用促進法に則った措置

を行う。 

 

- 6 -



（参考） 

  「害」の表記については、法令等の名称及び法令等で定められている用語

などで漢字表記が使用されている場合を除き、平仮名で記載しています。 

なお、「障害者雇用促進検討委員会報告書」においては、全て漢字表記と

しています。 
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障害者雇用促進検討委員会報告書 ～ともに働く県庁にむけて～（概要） 
 

１ 委員会の審議で明らかとなった問題 

【表面上の原因】 

・ 厚生労働省が示しているガイドラインに則った障害者の把握・確認が行われていなか

った。 

【根本的な問題】 

・ ①法定雇用率を形式的に達成しようとする動機と②障害がある県職員本人の同意なき

不適切計上の実態があった。 

・ 法定雇用率の達成自体が最終目標となり、障害者雇用促進法の趣旨を見失ってしまっ

ていた。 

・ 人事担当部局が、障害者権利条約や障害者雇用促進法の「趣旨、原理」を十分理解し

ていなかった。 

 

２ 「障害者雇用検討会」からの報告検証 

【原 因】 

○知事部局 

・ 前例踏襲となっており、厚労省ガイドラインに則った、原則、職員全員に周知して雇

用状況を国に報告するという認識の欠如等があった。 

・ 厚生労働省の通知にあった「確認は、原則として身体障害者手帳によって行うものと

する」との記載について、例外が認められる余地があるものと誤認していた。 

○教育委員会 

・ 不適正な計上は、厚労省ガイドラインへの認識不足、毎年の国の通知の解釈の誤り、

前例の踏襲などが背景となっていたと考えられる。 

・ 法定雇用率を下回っていたため、国から勧告を受けたということもあり、担当者や決

裁権者である管理職の中に、法定雇用率達成へのプレッシャーがあり、より精緻に人事

情報を収集、確認していた。 

○警察本部 

・ 警察官は障害者雇用の対象から除外されているものの、採用後に身体に障害を負った

職員は、本来の職務遂行が困難であり、デスクワーク中心の職に従事していることから、

その事情を踏まえ障害者雇用率に算入していた。 

【再発防止策 (障害者雇用状況把握のための実務的なもの) 】 

○採用前の確認 

・ 障がいのある人を対象とした採用試験の募集案内に、①国への障害者雇用状況報告制

度があること、②合格者にはそのための確認があることを明記するとともに、その後、

合格者面談等で、障害者手帳等の確認を行う。 

○採用後の確認 

・ １年に１回、人事所管課から、メールの送信や書類の配布等画一的な手段で全職員へ

調査の趣旨や実施方法等を周知して調査を行うとともに、その履行を確実に担保するた

めに、障害者手帳等の写しの提出を求めるなどの対応を徹底する。 

○その他の再発防止策 

・ 人事所管課と各局総務室の人事担当による勉強会や、ハローワークの職員による研修

を実施する。 

・ 報告数値の妥当性について、第三者による確認を受ける仕組みを作り、正確な報告に

努める。 

参 考 
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３ 不適切計上の再発を防止するために 

・ 県の行政機関で職務に従事している障害がある職員の労働実態について個別具体的な調

査を行うことが必要不可欠である。 

・ 障害者雇用促進法改正により、国及び地方公共団体における障害者の雇用状況について

の的確な把握等に関する措置が設けられるため、法に則り、適正な把握に努める。 

 

４ ヒアリングを実施して至った委員会の認識 

・ 障害固有の問題以外の職場の課題の多くは働く人全てに共通するものであり、障害のあ

る労働者が働きやすい職場環境を理解し、その推進に努めることは、誰にとっても働きや

すい職場環境を構築することであり、職場を通じての「ともに生きる」社会づくりに資す

るものであるとの認識に至った。 

 

５ ともに働く県庁にむけての委員会の提言 

・ 改正法における「障害者活躍推進計画」等を策定するに当たり、早期段階より障害者と

県担当者が、対話と相互理解を深める場を設けて、その成果を政策に反映させる。 

【障害のある職員の活躍推進のための体制整備】 

・ 人事所管課に「障害者雇用推進者」を配置 

・ 「障害者雇用推進者・担当者連絡会議」を開催 

・ 各所属の副課長職等を、「障害者職業生活相談員」として位置づけ、相談に対応 

・ 異動時での直属の上司、人事所管課の担当者と職員の面談 

・ 直属の上司、人事所管課の担当者と職員の年２回程度のキャリア支援面談 

・ 県庁内の障害のある職員の定期的な意見交換の場の設置 

・ 職員全体に向けた、ともに働くためのダイバーシティ研修を年１回程度実施 

【障害者の採用に関する体制整備】 

・ 障害のある職員募集について、福祉関係者を通した募集広報の強化など、積極的な広

報の展開 

・ 現在県庁で働いている障害のある職員による採用事前説明会の開催 

・ 障害者インターンシップ制度の導入 

【障害者が職場定着し活躍できる職場づくりに関する体制整備】 

・ 通院等についての休暇規定の検討・整備 

・ 休職中の対応と復職時の合理的配慮提供に関する規定の検討・整備 

・ 医療機関等との連携についての規定・仕組みの構築 

 

６ おわりに 

・ 2019 年度以降も、障害者本人や障害者を支援する機関の関係者も加えた新たな陣容で、

委員会を継続して実施することが望ましい。 

・ 改正法による「障害者活躍推進計画」に基づく取組状況の公表に備えるためにも、第三

者が県の障害者雇用促進施策の進捗を評価するための委員会の設置が必要である。 

・ 「障害者雇用促進に係る制度のあり方の検討」については、現行の障害者雇用率の算定

において、教育委員会の職員の大半を占める教員をみると、教員は教員免許取得が必要だ

が、大学等の教員養成機関での障害者の割合は決して多くないといった根本的な課題があ

ることを指摘し、こうした点については、障害のある学生への支援や学校のバリアフリー

化等障害者雇用促進法以外の諸制度の改善も含め、国において幅広く検討することが望ま

れることを付言しておく。 
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３ 会計年度任用職員制度の導入について 

 

（1）  趣旨 

現状、地方公共団体によって異なっている臨時・非常勤職員の任用・ 

勤務条件に関し、統一的な取扱いを定めて適正な任用・勤務条件を確保す

ることを目的として、地方公務員法及び地方自治法が改正され、一般職の

会計年度任用職員制度が創設されるとともに、採用方法、任期、給付体系

等が整理された（改正法の施行は令和２年４月１日）。 

 本県においても、令和２年４月から会計年度任用職員制度を導入する。 

 

（2） 改正法の趣旨 

  ア  地方公務員法の一部改正  

・ 特別職のうち「臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員」等の職につ

いて、「専門的な知識経験又は識見に基づき、助言、調査、診断」等

を行うものに限定するとともに、選挙等に関する事務を行う者を独立

の類型として整理（第３条第３項第３号関係） 

・ 臨時的任用職員について、「常時勤務を要する職に欠員を生じた場

合」に任用する者に限定（第22条の３関係） 

・ 一般職の非常勤職員について、「会計年度任用職員」とする規定を

設け、採用の方法、任期等について規定を整備（第22条の２関係） 

イ 地方自治法の一部改正 

・ 会計年度任用職員に対する給付について規定を整備（第203条の２

及び第204条関係） 

 

(3)  会計年度任用職員制度の主な内容 

  ア 任用 

    ・ 「採用方法」は、「競争試験」又は面接や書類選考等の能力実証に

よる「選考」とする。 

      ・ 「任期」は、会計年度の末日までの期間の範囲内とする。 

  

 イ 勤務時間 

   ・ 勤務時間が常勤職員と同一である者を「フルタイムの会計年度任用

職員」とし、常勤職員より短い者を「パートタイムの会計年度任用職

員」とする。 
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ウ 給付 

   ・ フルタイム会計年度任用職員について、給料、旅費及び一定の手当

を支給 

・ パートタイム会計年度任用職員について、報酬、費用弁償及び期末

手当を支給 

   

（4）今後の予定 

令和元年９月 第３回県議会定例会に職員の給与に関する条例等の改正 

を提案 

令和２年４月 制度導入 
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４ 不動産取得税の課税誤りについて 

 

(1）  概要 

不動産取得税の課税対象とならないマンション敷地の地上権

及び賃借権（以下「地上権等」という。）の取得に対して、127 件、

約 958 万円を誤って課税していた。 

ア  経緯 

平成 30 年 12 月 20 日、横浜市青葉区に所在するマンション

の取得者から電話連絡があり、当該マンション敷地の地上権に

対して不動産取得税が課税された旨の申し出があったため、調

査したところ、誤って課税していたことが判明した。 

そのため、県内にある地上権等が設定されたすべてのマンシ 

ョンについて、データが現存する平成 16 年度以降の課税状況を 

調査した結果、不動産取得税の課税対象とならない地上権等の 

取得に対して誤って課税していたことが判明した。 
 

イ 課税誤りの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位：件、円】

件数 額 件数 額 件数 額

横浜 14 652,400 5 567,900 19 1,220,300

神奈川 11 401,800 11 401,800

緑 27 2,053,700 27 2,053,700

戸塚 22 799,000 22 799,000

川崎 2 54,800 2 54,800

高津 12 1,252,900 1 152,800 13 1,405,700

相模原 4 236,800 4 236,800

横須賀 4 183,500 1 18,300 5 201,800

平塚 4 148,000 4 148,000

藤沢 17 2,890,100 1 28,300 18 2,918,400

厚木 2 149,300 2 149,300

計 119 8,822,300 8 767,300 127 9,589,600

県税事務所
地上権 賃借権 計
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(2) 登記制度の概要                                                       

ア  不動産登記の制度 

マンションは、建物と土地が別々に登記される一戸建て等と

異なり、建物の区分所有等に関する法律により建物と敷地を分

離して処分することが禁止されていることから、登記の際にも

建物と敷地が一体で登記申請される。 

イ  登記申請書の表示 

マンション敷地の権利には、不動産取得税が課税となる「所

有権」のほか、課税対象外の「地上権」及び「賃借権」の３種

類があり、登記時には、建物と敷地が一体で登記申請されるた

め、内訳には「地上権」等の記載はあるものの、いずれの場合

も登記申請書のタイトルには「所有権移転」と表示される。 

 

(3) 誤りの原因 

不動産取得税は、法務局に登記申請があったもののうち、「所 

有権」の移転があったものを課税資料として職員が手書きで書き

写して収集しているが、マンションの大部分は「所有権」で登記

されているため、「地上権」又は「賃借権」の移転があった場合に

おいても、タイトルの記載を見て「所有権」が移転したと思い込

み、「敷地権の種類」が「地上権」や「賃借権」であることを見落

として、課税資料として収集したことが原因である。 

 

(4)  誤って課税した方々への対応 

誤った課税により納税いただいた方々に対しては、謝罪の上、

不動産取得税の納付税額に利息等を加え、速やかに返還している。 

６月 24 日現在で 98 件、税額 8,422,700 円、利息等 3,981,816

円、合計 12,404,516 円を返還済であり、納付前に課税を取り消し

た１件を除いて、残りの 28 件についても、納税いただいた方々か

ら還付先口座等の書類を受領後、直ちに返還していく。 

なお、地上権等が設定されたマンションの取得者のうち、デー

タが現存しない平成 16 年度より前に納税された方々に対しては、

該当のマンションの居住者等に周知を行い、納税者からの申し出

により誤課税が確認できた場合は、同様に返還する。 
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(5)  再発防止策 

県税事務所の所長会議を開催し、適正な課税について徹底を図

った上で、次の対策を講じ、再発防止を徹底した。 

ア  チェック体制の強化 

・  資料収集時に、登記情報の内容を記載する調査票に敷地権 

の種類を確認するためのチェック欄を設定した。 

・  資料収集内容を管理する一覧表に、地上権等が設定された 

マンション敷地の地番が入力された場合、画面上に注意喚起

の表示を行った。 

・  従来から行っていた手書きの資料収集方法に加え、賦課決 

定時に法務局で写真撮影した登記情報を再確認する体制を整

えた。 

イ  研修等の見直し 

担当者に対して実施する研修内容に今回の事故の内容を追加

して研修会を開催したほか、資料収集事務のマニュアルを改訂

し、県税事務所における研修会に活用するなど、より実効性の

ある内容とした。 

 

(6)  国への要請 

法務局が市町村向けに電子データで通知する登記情報を、県の

不動産取得税の課税事務に活用できるよう、令和元年５月 17 日

に開催された関東甲信越地区税務主管課長会議において、１都９

県の連名で総務省に要望済である。 

さらに、本県としても、発生した事故を重大に受けとめ、本県 

単独で国への要請活動を実施した。 
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